
【職業実践専門課程認定後の公表様式】
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基本情報技術者試験 ② 9 2
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■卒業者に占める就職者の割合

％

（平成 30

2 名 6.5 ％

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
http://www.nsb.ac.jp/

■中退防止・中退者支援のための取組
(例）カウンセリング・再入学・転科の実施等

個人面談、臨床心理士によるカウンセリング、家庭との連携、個別学習支援、休学復学制度の利用　等

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有
入学時の特待生（成績優秀者）授業料減免、進学時の校友会奨学金（書類・面接による給付型奨学金）

■専門実践教育訓練給付：　　　　非給付対象

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　無

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率
平成30年4月1日時点において、在学者31名（平成30年4月1日入学者を含む）

平成31年3月31日時点において、在学者29名（平成31年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由

進路変更(就職）、経済的な理由

就職等の
状況※２

■就職指導内容
1年前期から自己ＰＲ指導、後期は業界研究、書類・筆記・グループディス
カッション対策。1月に学園主催で就職活動スタートイベント。担任と就職
指導担当による書類・面接指導、個別面談等

■卒業者数　　　　　　： 13
■就職希望者数　　　： 12

■主な就職先、業界等（平成30年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等
ＩＴ業界：IT企業、Ｗｅｂ制作会社等 （平成28年度卒業者に関する平成29年5月1日時点の情報）

■就職者数　　　　　　： 12
■就職率　　　　　　　　： 100

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当する
か記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの

③その他（民間検定等）

： 92.3
■その他

年度卒業者に関する

令和1年5月1日 時点の情報）

長期休み

■学年始：4月5日
■夏　季：7月26日から9月5日
■冬　季：12月20日から翌年1月9日まで
■学年末：3月19日

卒業・進級
条件

所定の課程を修め、試験に合格した者について、平素の
授業態度等を勘案し、進級・卒業を認める

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応
学園祭、スポーツ大会等出欠管理、個人面談、家庭との連携、個別学習支援

■サークル活動： 無

学期制度
■前期： 4月１日～　9月30日
■後期：10月１日～　翌年3月31日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
（出席日数）＋（授業態度）＋（筆記試験・実習評価）で5段階評価

80人 50人 1人 2人 18人 20人

― 8　単位
単位

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
120単位 48　　単位 36　　単位 36　　単位

認定年月日 平成26年3月31日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

商業実務 商業実務専門課程 ＩＴビジネス学科
平成21年文部科学大臣

告示第21号
―

学科の目的
企業との連携を踏まえ、より実践的な実習・研修を通して、業界で必要とされる実務的スキルの習得を目指すとともに、業界人としての意識を高める事を目的とする。
そのため、教育パートナーシップのもと企業との連携を深め、実践的教育・実習内容の充実をはかり、専門技術力の向上は基より職業人意識の養成を図る。

03-3221-0202
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人
Adachi学園

昭和42年1月12日 安達　暁子
〒102-0081
東京都千代田区四番町１１番地

（電話）

専門学校名古屋
スクール・オブ・ビジネス

昭和59年3月31日 前田　恵
〒460-0008
名古屋市中区栄５－１－３

（電話） 052-262-0684

（別紙様式４）

令和1年7月25日※１

（前回公表年月日：平成30年7月31日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地
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種別

①

③

③

③

③

①

③

③

③

③

③

池田　恵 就職指導担当　職業実践専門課程担当
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

赤塚　菜都美 本校ペットビジネス学科トリマーコース
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育
課程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基
本方針

各分野のエキスパートになるための専門知識・技術の習得と教養豊かな人間を形成する教育により、社会人基礎力・人間力・基礎
学力を基本とし、専門的知識・技術の習得と実務への適応力、自己啓発・自己形成の意欲向上、社会貢献できる人材を育成する授
業カリキュラムの編成をおこなう。授業カリキュラムの編成にあたり、本校の教員のみならず、外部の企業・業界の有識者と連携し、
より実践的な授業科目の開設や業界の動向を含めた授業内容の改善をおこなうことを基本方針とする。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け

委員会は校長の下に組織され、教育基本法、学校教育法及び専修学校設置基準、および本学の定める諸規定に基づき、授業カリ
キュラムの編成をおこなう。委員会における意志決定の過程は、授業科目の編成および改廃から授業科目の実施内容を審議。委員
会における議決内容については、校長により取りまとめを行い、学則変更等授業カリキュラムの変更に関する諸手続きを経て、翌年
度以降における授業カリキュラムとして実行する。

＜意思決定の過程＞
学科長より説明された授業カリキュラムについて委員による検討
↓
学科長により委員会の内容を活用し授業カリキュラム作成
　　↓
学科長が作成した授業カリキュラムを委員会にて審議
　　↓
校長による委員会議決のとりまとめ
　　↓
評議会・理事会議決
　　↓
翌年度以降授業カリキュラムの変更

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

中野　善啓 株式会社Ｐ-ｈｅａｒｔｓ
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

田中　利幸
特定非営利活動法人
人と動物の共生センター

平成27年4月1日～
平成31年3月31日（4年）

平成29年7月31日現在

名　前 所　　　属 任期

石橋　聖紀 愛知県職業能力開発協会
平成29年4月1日～

平成31年3月31日（2年）

木田　徳彦 一般社団法人コンピュータソフトウェア協会
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

大圖　将亮 株式会社エヌ・メルクス
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

小梢　優 株式会社松波動物病院
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

五十嵐　亮央 株式会社ゲイン
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

石　暁文 イオンリテール株式会社
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

鈴木　寿也 本校学校長
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

大林　剛浩 コーセー化粧品販売株式会社
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

福寿　直紀 株式会社ワールド
平成29年4月1日～

平成31年3月31日（2年）

伊藤　麻紀 ㈱Ｂ.Ｄ.Ｒ
平成28年4月1日～

平成31年3月31日（3年）

佐藤　直生 本校ペットビジネス学科長ドッグトレーナーコース長
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

島岡　杏奈 本校ペットビジネス学科トリマーコース長
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

飯塚　光博 本校総合ビジネス学科長
平成28年4月1日～

平成31年3月31日（3年）

田島　知代 本校マスコミ広報学科長
平成28年4月1日～

平成31年3月31日（3年）

北條　三保子 本校ファッションビジネス学科長
平成28年4月1日～

平成31年3月31日（3年）

山田　久美子 本校ペットビジネス学科動物看護師コース長
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

伊東　陽子 本校ビューティービジネス学科長
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

鬼頭　政司 本校ＩＴビジネス学科長
平成29年4月1日～

平成31年3月31日（2年）

天野　幸男 本校事務長
平成28年4月1日～

平成31年3月31日（3年）



　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

　　　年2回開催（9月/3月）

（開催日時）
第１回　平成28年9月27日（火） 17：00～19：00
第２回　平成29年3月10日（木） 17：30～19：00

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
当該専門課程の目的に応じて業界・企業の要請を充分に活かしつつ、職業に必要な実践的かつ専門的な能力を育成するため、特に実習・演習
等において、当該企業との密接な連携（実践的・効果的な現場研修を含む）を通じ、より実践的な職業教育の質の確保に組織的に取り組むこと
を基本方針とする。

・現役で活躍する業界人を講師として招く事により、業界でいま必要とされる技術を直接学ぶ。外部企業からのシステム依頼、Webサイト制作依
頼を想定して、現役講師の指導のもと、よりリアルな実習を実施する。それらを通じ、プロの業界人としての意識形成を行う。実習後に企業担当
者から所見、意見をいただき専任教員が5段階で評価を行う
・企業との連携を図るインターンシップ研修として実際のＩＴ企業でより実践的な要求定義、システム設計、データベース設計の手法の修得を図
る。企業側は将来の人材確保の機会にすると共に、学校と企業とが連携を図り産学のパイプを構築する。実習後は企業担当者から所見、意見
をいただき専任教員が5段階で評価を行う。研修生が直接、現場指導を受けることで新たな目標、自己成長へ繋げる
 
 

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

平成28年9月の「第１回教育課程編成委員会」では、教育課程編成委員に現状カリキュラムを「企業ニーズを反映した実践的かつ専門的な人材
育成」という観点でご確認いただき、ご意見をいただいた。平成29年3月の第２回では、第１回での意見を踏まえ、新たな授業の開設やシラバス
の改善などを反映したカリキュラム案について確認、ご承認いただき、次年度カリキュラムとした。

企業等委員の意見
・コミュニケーションが苦手な人が多くなっている
・物事を前向きに考える人がほしい
・最近感動したことがあるかと質問しても「ない」と答える。狭い範囲の物事（ゲーム等）にしか興味がない。興味や関心がないことには、自主的・
積極的にはかかわろうとしない。授業で、身の回りのことに興味を持たせる指導がほしい
・国家試験試験対策と実習のバランスがよくできているが、1年前期に、グループワークでコミュニケーションやチームワークを学ぶ時間を作れな
いか
・基本情報技術者の資格に加えて、情報セキュリティマネジメント資格のニーズが高くなる
・Web系現場では、PHPやJAVAなどの開発の案件も増えている。将来Web系の業界を目指している学生でも言語系の資格があれば就職に有利
⇒次年度カリキュラムに、1年からグループディスカッションの授業強化、情報セキュリティマネジメント・資格取得の促進に活かした

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
当該専門課程の目的に応じて業界・企業の要請を充分に活かしつつ、職業に必要な実践的かつ専門的な能力を育成するため、特に実習・演習
等において、当該企業との密接な連携（実践的・効果的な現場研修を含む）を通じ、より実践的な職業教育の質の確保に組織的に取り組むこと
を基本方針とする。

システム設計
「システム計画基礎」の応用編。仮想システムの設計・工程計画をグ
ループワークを通して作成する事で、チームプロジェクトにおける開発
手法を実践的に学ぶ

株式会社インフォテックサーブ

ネットワーク
システム構築

Webシステムの作成実習を、現役のWebデザイナーから学ぶことで実
践的なコーディング手法やデザイン手法の習得を目指す

マーベリック

インターンシップ研修
IT企業へのインターンシップに参加する事で、日ごろの学習成果が現
場でどのように生かされるかを体験し、職業人意識の向上を図る

株式会社エヌ・メルクス
株式会社プロセスネット
有限会社オーディーエー

株式会社タービン・インタラクティブ



３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等

・「Cloud Days 名古屋 2017」平成29年5月30日（学科担当）
　あらゆるモノ・人・組織をインターネット経由でつなぐIoT、それに関わる最新テクノロジーについて視察をおこない、
　今後のIT技術の学習指導に活用していく
・ヤフー㈱サービス・オフィス視察セミナー：平成29年8月3日（学科担当）
　IT業界をけん引するヤフー㈱本社でサービスの先端やオフィス環境を視察。実習や就職指導に役立てる

②指導力の修得・向上のための研修等

・「メンタルヘルスセミナー」：平成29年4月9日・10日、9月21日（学科担当）
　学業や就職活動の進捗の合わせて起こる学生の変化や心理状況を想定して、半期に一度行っているメンタルヘルスセミナーに参加し、スクー
ルカウンセラーと情報交換。学生支援に役立てる
・「キャリアカウンセリング相互研究会」：平成29年10月21日・平成29年1月20日（就職指導担当）
　就職活動に関する外部環境をリアルタイムに把握し、それを踏まえた就職指導を学生に行うとともに、他教員と共有、学生の就職支援に活か
す

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表しているこ
と。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

本校教職員研修規程第2～4条に定めるとおり、企業と連携した研修は、教員に対して職務の遂行に必要な知識、技能等の修得と、学生指導や
学生に対しての各種個別カウンセリング能力の向上により、教員の資質等の向上を図ることを基本方針とする。また、研修は、校長により計画・
実施され、教員の勤務年数や性行、学生アンケート結果、学生の退学率や就職率等により判断し、当該教員に必要と思われる研修を受けさせ
るよう努めなければならない。教員はその研修に対し企業の指導が効果的に実施されるよう従い、自身の知識、技術の修得や学生指導力等の
向上に努めなければならない。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

・IT企業東京本社・開発現場視察セミナー：平成28年10月25日（学科担当）
　本校学生が内定、卒業生が勤務しているＩＴ企業の東京本社オフィスと開発現場を視察。開発担当者と採用担当者から、東京本社のオフィスで
ＩＴ業界の現状や見通しをお伺いした。また、別棟にある開発現場を見学させていただき、学生の実習や就職指導に活かした
・IT企業採用担当者セミナー：平成29年2月5日（学科担当）
　SE系・web系業態を持つIT企業の採用担当者にお越しいただき、現場現状の仕事のトレンド、それに合わせて求められる人材やスキルについ
て学んだ。実習や就職指導に役立てた

②指導力の修得・向上のための研修等

・「メンタルヘルスセミナー」：平成28年4月12日・4月16日・9月29日（学科担当）
　学業や就職活動の進捗の合わせて起こる学生の変化や心理状況を想定して、半期に一度行っているメンタルヘルスセミナーに参加し、スクー
ルカウンセラーと情報交換。学生支援がスムーズになった
・「キャリアカウンセリング相互研究会」：平成28年5月21日・6月18日・9月17日（就職指導担当）
　ノンバーバルコミュニケーションと働く人間関係に気づくワーク、パワハラの事例研究、アドラー心理学入門、職場マネジメントの手法、キャリア
コンサルタントの国家資格化等。また、企業人事担当者、就職情報会社・人材派遣会社・企業研修会社等在籍者、大学の就職活動支援者、高
校進路教員渉外担当者等各フィールドでの採用・人材育成トレンドに関する情報交換も行った

（２）学校運営

1  目的等に沿った運営方針が策定されているか
2  運営方針に沿った事業計画が策定されているか
3  運営組織や意志決定機能は規則等において明確化されているか
有効に機能しているか
4  人事、給与に関する規定等は整備されているか
5  教務・財務等の組織整備など意思決定システムは整備されているか
6  業界や地域社会等に対するコンプライアンス体制が整備 されているか
7  教育活動等に関する情報公開が適切になされているか
8  情報システム化等による業務の効率化がはかられているか

（１）学校関係者評価の基本方針

「学校点検・自己評価」をもとに、企業・業界、卒業生や地域住民を含めた「学校関係者評価」を実施し、ホームページ上で公開を行うとともに、そ
の結果を踏まえた学校運営の改善に取り組む。本校学生が質の高い実践的な職業教育を享受できるよう学校運営の改善と充実を目指すことを
基本方針とする。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（１）教育理念・目標

1　学校の理念・目的・育成人材像はさだめられているか
2　学校における職業教育の特色は何か
3　社会経済のニーズ等を踏まえた学校の将来構想を抱いているか
4　学校の理念・目的・育成人材像・特色・将来構想などが学生・保護者等に周知さ
れているか
5　各学科の教育目標、育成人材像は学科等に対応する業界のニーズに向けて方
向づけられているか



（３）教育活動

1  教育理念に沿った教育課程の編成・実施方針等が策定されているか
2  教育理念、育成人材像や業界のニーズを踏まえた学科の修業年限に対応した教
育到達レベルや学習時間の確保は明確にされているのか
3  学科等のカリキュラムは体系的に編成されているのか
4  キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立ったｶﾘｷｭﾗﾑや教育方法
の工夫開発などが実施されているか
5  関連分野の企業・関係施設等や業界団体等との連携により
カリキュラムの作成・見直し等がおこなわれているか
6  関連分野における実践的な職業教育（産業連携によるインターンシップ、実技、
実習等）が体系的に位置づけられているか
7  授業評価の実施・評価体制はあるか
8  職業教育に対する外部関係者からの評価を取り入れているか
9  成績評価・単位認定、進級、卒業判定の基準は明確になっているか
10 資格取得等に関する指導体制、カリキュラムの中での体系的な位置
づけはあるか
11 人材育成目標の達成に向け授業を行うことができる要件を
備えた教員を確保しているか
12 関連分野における業界等との連携において優れた教員
（本務・兼務含む）を確保するなどマネジメントが行われているか
13 関連分野における先端的な知識・技能等を習得するための研修や教員の指導
力育成など資質向上のための取り組みがおこなわれているか
14 職員の能力開発のための研修等が行われているか

（４）学修成果

1  就職率の向上がはかられているか
2  資格取得率の向上がはかられているか
3  退学率の低減が図られているか
4  卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか
5  卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の教育活動の改善に活用されてい
るか

（８）財務

1  中長期的に学校の財務基盤は安定しているといえるか
2  予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか
3  財務について会計監査が適正におこなわれているか
4  財務情報公開の体制整備はできているか

（９）法令等の遵守

1  法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか
2  個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか
3  自己評価の実施と問題点の改善をおこなっているか
4  自己評価結果を公開しているか

（１０）社会貢献・地域貢献

1  学校の教育資源や施設を活用した社会貢献・地域貢献を行
なっているか
2  学生ボランティア活動を奨励、支援しているか
3  地域に対する公開講座・教育訓練（公共職業訓練等を含む）
の受託等を積極的に実施しているか

（５）学生支援

1  進路・就職に関する支援体制は整備されているか
2  学生相談に関する体制は整備されているか
3  学生に対する経済的な支援体制は整備されているか
4  学生の健康管理を担う組織体制は整備されているか
5  課外活動に対する支援体制は整備されているか
6  学生の生活環境への支援はおこなわれているか
7  保護者と適切に連携しているか
8  卒業生への支援体制はあるか
9  社会人のニーズを踏まえた教育環境が整備されているか
10 高校・高等専修学校等との連携によるキャリア教育・職業教育の取組が行われ
ているか

（６）教育環境

1  施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整備
されているか
2  学内外の実習施設、インターンシップ・海外研修等について十分な
教育体制を整備しているか
3  防災に対する体制は整備されているか

（７）学生の受入れ募集
1  学生募集活動は、適正に行われているか
2  学生募集活動において教育効果は正確につたえられているか
3  学納金は妥当なものとなっているか

（１１）国際交流

1  留学生の受け入れ・派遣について戦略を持って行っているか
2  留学生の受け入れ・派遣、在籍管理等において適切な手続き等が行われている
か
3  留学生の学修・生活指導等について学内に適切な体制が整備されているか
4  学修成果が国内外で評価される取り組みをおこなっているか

※（１０）及び（１１）については任意記載。



（３）学校関係者評価結果の活用状況
「学校関係者評価委員会」による学校訪問・意見交換による「自己評価結果」についての評価について教職員と共通理解を持つとともに、学校の
改善のため「学校関係者評価委員会」との連携・協力のもと早急に改善策を立て実施・改善を図っている。①評価→②改善→③目標設定→④
実行　に沿って、年度内に改善できる事項と次年度の改善目標に掲げるものとを分類し、委員会での意見の活用に役立てている。
また、「学校関係者評価」の公表により、保護者・就職先企業等からの意見をいただき、更なる学校運営・教育活動の改善と充実に役立ててい
る。

学校関係者評価項目より
（１） 教育理念・目標
●委員評価：「教育目標、育成人材像が学科等に対応する業界のニーズの情報収集に一部課題が残るか」
○学校活用：職業実践専門課程認定校として、業界・企業から求められる人材の育成に努めるとともに、インターンシップの機会を増やすことに
より、実践的な学びを充実させていく。教育イベント・社会貢献活動の強化、保護者も含めた関係者への理解と連携を今後も継続し、各方面の
方々より支持される魅力ある学校づくりを目指す。総合校のメリットを生かし、多彩な分野出身の教職員が持つ知識と経験から学生とフェイストゥ
フェイスで社会人基礎力を習得できる取り組みを推進する。また、今後は学園グループのネットワークを活かして東京や大阪との職員の交流を
図り相互のノウハウを共有していく。
（２） 学校運営
●委員評価：「営利団体と違い、査定方法が曖昧になりがち。しっかりとした人事考課査定表の作成が必要」「卒業後の情報管理のシステムの
確立は、重要な課題」
○学校活用：人事考課については、学園本部で検討が進んでおり、各職員の役割をより明確化するとともに、計画的かつ適正に行われるように
していく。また、情報システムの一元化に関して、効率化を図るとともに、リスク管理に対しても万全を期す。歴代の卒業生名簿を精査し、卒業後
の情報収集並びに学校からの卒業生に対する効果的な情報発信の在り方を検討していく。コンプライアンス等のチェック機能について、学園グ
ループ全体で強化を図れるよう努める。
（３）教育活動
●委員評価：「変化する業界ニーズにいち早く対応できているか、外部と連携し定期的に確認しながら、質の向上に取り組んでもらいたい」「先生
方の指導力の向上のための研修方法の体系化が必要」
○学校活用：各学科カリキュラムについて、教育課程編成委員、各分野の企業の方々のご意見を反映し、専門的なスキル向上を目指すととも
に、キャリア教育、実践的職業教育等を通して、今後も社会人基礎力の強化を行い、人間力強化に取り組む。インターンシップでは、企業様と学
校との間での学生情報の共有や終了後の課題や成果をフィードバックする仕組みづくりをする。教員は業界で活躍した人材を採用、担任とし、
就職担当との連携を図る。職員研修について、継続して計画的に企業連携のもと業界の現状にマッチした技術・能力の養成及びインストラクショ
ンスキルの向上をめざし実施する。
（４） 学修成果
●委員評価：「全国平均以下の資格検定は、合格率向上の対策を」「卒業生のキャリア把握をして教育活動に生かしてほしい」
○学校活用：「辞めない学校・就職する学校」のため、今後も就職支援・学生継続率向上対策等、サポートの内容・体制の充実強化を図る。オリ
エンテーション等を通じて資格試験の重要性を伝え、モチベーションの向上を図り取得率の向上につなげる。卒業生の就職先企業の担当者と連
携を図り、名刺を収集するような施策を検討する。卒業生ネットワークの構築についても進める。
（５） 学生支援
●委員評価：「社会人ニーズの把握は急務、社会また地域に対する教育の場としての本校を模索することが必要」
○学校活用：業務の効率化やシステム化を図り、社会のニーズを的確にとらえた教育環境の整備に取り組んでいく。奨学金について、説明会を
通じて具体的な返済イメージや延滞への注意喚起を強く意識づけ、返済状況が把握できるシステムの利用促進を図る。社会人教育に関しては、
学園本部の意向を確認の上、有料・無料、夜間・土日、職員の勤務実態等を総合的に勘案していく。
（６） 教育環境
●委員評価：「なるべく全員が参加できるような研修案を」「避難訓練の継続、更なる対策を」
○学校活用：災害対策マニュアルの周知徹底を図るとともに、地域とも連携し、避難訓練などを継続的に実施検証していく。また、非常時の備
品・食品の整備に関しても地域と連携し整備に努める。海外研修については、研修内容・場所等費用・安全を含め精査し、多くの学生に参加をし
てもらえるようにする。国内研修旅行は、業界の最前線を体験させ、自覚と責任感を持たせて企業様への外部研修に行けるよう継続して取り組
む。
（７） 学生の受け入れ募集
●委員評価：「遠隔地から直接通学することも可能な時代、北陸などの地域を新規募集エリアと考えられないか」
○学校活用：グループ校での共同ＰＲなど、幅広い広報活動などを検討し、コスト削減を模索する。また、留学生への情報発信にも力を入れ、わ
かりやすい伝え方、表現方法を検討し、実施していく。新規募集エリアとして遠隔地も検証する。

（８） 財務
●委員評価：「予算、計画が有効であるか検証は充分にできているか」
○学校活用：近年ほぼ予定どおりの募集人員が確保できており、学校の財務状況は安定しているが、学生活動による経費の増大などが懸念さ
れる経費節減に努め、健全な学校運営を目指す。
（９） 法令等の遵守
●委員評価：「パソコンのデータベースへの外部からの侵入保護に対する対策はできているか」
○学校活用：コンプライアンス重視の観点から個人情報の流出事故がないよう、職員一人一人の意識向上を目指すとともに、「報・連・相」の徹
底と相互チェック等万全を期す。学内のPCはサーバ管理し、ファイアウォールを設ける等情報管理の強化を継続する。職員に法令順守の啓発を
行い、SNSの使用ルール等徹底を図る。
（１０） 社会貢献・地域貢献
●委員評価：「学校運営上、地域貢献・地域還元は最重要命題。地域に対する公開講座の実現など検討してほしい」
○学校活用：社会貢献・地域貢献活動は、本校の教育方針の柱であり、今後も計画段階から社会・地域の方々のニーズを取り込み、本校の分
野において地域に役立つ活動の推進に努める。ボランティア活動は学科間で情報共有を図り、地域貢献含めて他学科へ広げられるように取り
組む。
（１１） 国際交流
●委員評価：「留学生は今後も増えることが予想されるので、引き続き計画的に推進してほしい」
○学校活用：日本のグローバル化への取り組みを本校でも重要視し、留学生の受け入れでは募集戦略を更に明確化する。卒業後は関係機関
など各方面との連携をより密接に行うことで、国内就職に向けた支援体制の強化を図る。今後更なる増加が見込まれる留学生の受け皿として日
本語別科設立を検討していく。

（12）その他学科別案件について
●委員評価：ＩＴ学科カリキュラムについて、近年ニーズの高いゲーム系システム開発系の科目（Ｕｎｉｔｙ等）と設備を検討してみてはどうか
〇学校活用：次年度に実施できるよう検討していく



種別

企業等委員

企業等委員

企業等委員

企業等委員

企業等委員

企業等委員

卒業生

地域住民

本学園税理
士

①
②
③

平成29年7月31日現在

名　前 所　　　属 任期

西部　泰孝 有限会社ＳＰＡＲＫペットのスマイル
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

國島　徳博 株式会社インテンド
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

小島　庸介 株式会社サンエー・ビーディー
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

増田　智夫 株式会社アクセスリード
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

安藤　晋一郎 クラウド株式会社　コレオ株式会社
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

臼井　秀明 地域住民
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

久保田　一成 税理士法人横須賀・久保田
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

長瀬　充寛 ナガセ経営会計事務所
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

鈴木　雅貴 本校卒業生
平成27年4月1日～

平成31年3月31日（4年）

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

企業等関係者に情報提供することで、相互の対話が促進され、学校内外の実習、就職指導など企業等との連携による活動の充実や、産業界の
ニーズを踏まえた教育内容・方法の改善をする意図がある。その他、地域住民等に情報公開することで、地域に関わる取組みへの理解・支援を
得る。また、入学検討者等に対し、希望する進路・将来進む業界へ合致しているか明確に示すことや進路指導への活用に資することを基本方針
とする。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画

1.校長名
2.所在地
3.連絡先
4.沿革
5.施設・設備
6.組織図
7.学生数

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ）　各年度8月公開予定
URL:　http://www.nag.ac.jp/evaluation/nsb.html

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状
況に関する情報を提供していること。」関係

本校ホームページ　URL:　http://www.nsb.ac.jp/

（５）様々な教育活動・教育環境 1.学校行事

（６）学生の生活支援 1.心のケア

（７）学生納付金・修学支援
1.学費
2.修学支援

（２）各学科等の教育

1.定員数
2.授業時間
3.カリキュラム
4.卒業要件
5.目指す資格
6.主な卒業後の進路

（３）教職員 1.教職員人数・構成

（４）キャリア教育・実践的職業教育 1.就職支援等の取り組み

（１１）その他
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（８）学校の財務 1.貸借対照表

（９）学校評価
1.自己評価報告書
2.学校関係者評価報告書

（１０）国際連携の状況
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○ 経営学
IT業界で必要とされる、システム戦略、経営戦略、
企業と法務の分野について学びます。(基本情報
技術者試験対応)

1
・
2
通

128 8 ○ ○ ○

○ 簿記検定対策
複式簿記の仕組みを理解し、帳簿の記入や財務
諸表の作成が出来るようになる事を目指します
(日商簿記検定対応)

1
・
2
通

128 8 △ ○ ○ ○

○ ビジネス学
自身の専門性を社会で活かす為の手法を、成功
したITベンチャー企業のケーススタディなどを使用
して学習します

1
・
2
通

128 8 ○ ○ ○

○
ビ ジ ネ ス マ
ナー

電話対応・訪問・来客対応・名刺交換などビジネ
スマナーを習得します

1
・
2
通

128 8 ○ ○ ○

○
マーケティン
グ

IT市場における顧客ニーズを研究し、世界から求
められIT技術・ITサービスとは何かを学びます

1
・
2
通

128 8 ○ ○ ○

○ 著作権法
インターネット上に溢れるデータ(映像、音楽、動
画)における著作権のあり方を学び、自身の制作
物に対する権利への理解を深めます

2
通

64 4 ○ ○ ○

○
情報システム
基礎

コンピュータ内部の情報表現方法、2進数や応用
数学(確率、偏差など)を学びます(基本情報技術
者試験対応)

1
通

64 4 ○ ○ ○

○ 電子商取引
仮想の電子商店を立ち上げ、ECサイトの構築・運
用の疑似体験を行う事で、電子商取引における必
要な知識の習得を目指します

1
通

64 4 △ ○ ○ ○

○
プログラミン
グ基礎

C言語を中心に手続型言語におけるプログラミン
グ手法を学ぶ、2年次にはJAVAを利用したオブ
ジェクト指向の開発手法を学びます

1
・
2
通

256 16 ○ ○ ○

○
コンピュータ
概論

コンピュータの成り立ちをハードウェア、ソフトウェ
ア、システム構成、マルチメディア、ネットワーク、
セキュリティの分野から学びます

1
通

64 4 ○ ○ ○

○
エンドユーザ
コ ン ピ ュ ー
ティング

エンドユーザ(ITシステムの利用者)視点からのシ
ステムの在り方を考え、エンドユーザとIT技術者と
のシステムに対する捉え方の違いを学びます

1
通

64 4 ○ ○ ○

授業科目等の概要

（商業実務専門課程ITビジネス学科）平成29年度
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携



○ シスアド概論
IT業界の第一線で活躍をする人材を講師として招
き、ITテクノロジを活用した業務効率の向上・改善
する為の手法を学びます

1
・
2
通

128 8 ○ ○ ○

○
ネットワーク
システム構築

Webシステムの作成技法を現役のWebデザイナー
から学ぶことで、実践的なコーディング手法やデ
ザイン手法の習得し、外部企業のWebサイト構築・
公開までを目指す

1
・
2
通

128 8 △ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○
システム計画
基礎

システム構築の際に必要とされる、さまざまなプロ
ジェクト管理手法を学びます

1
・
2
通

128 8 ○ ○ ○

○ データベース
データベース設計、SQLによる操作、プログラミン
グ言語からの利用方法を実技を通して学習する

1
通

64 4 ○ ○ ○

○ 情報科学基礎
最新のIT技術動向を研究、使用されている技術要
素を分析、技術の発展についての議論を通して、
理解を深める事を目指します

2
通

64 4 ○ ○ ○

○ システム設計

「システム計画基礎」の応用編。仮想システムの
設計・工程計画をグループワークを通して作成す
る事で、チームプロジェクトにおける開発手法を実
践的に学びます

2
通

64 4 ○ ○ ○ ○

○
情報化コンサ
ルテーション

ITテクノロジを活用できると思われる異業種の業
界研究を行い、システム提案を考えIT業界の位置
づけを学びます

2
通

64 4 ○ ○ ○

○ 会議推進法
企画書・提案書の書き方、プレゼンテーションの行
い方をグループワークを通じて学びます

2
通

64 4 ○ ○ ○

○
イ ン タ ー ン
シップ研修

IT企業へのインターンシップに参加する事で、日ご
ろの学習成果が現場でどのように生かされるかを
体験し、職業人意識の向上を図ります

2
通

128 8 ○ ○ ○ ○

　　　24科目

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

卒業要件：所定の課程を修め、試験に合格した者について、平素の授業態度等を勘案し、卒業
を認める
履修方法：2年間4期制の授業を受講　所定の単位数を取得しなければならない

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 16週

（留意事項）

合計 2048単位時間(  128  単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。




